
外国人技能実習生の受け入れのご案内

アジア技術研究協同組合



⑨許可書送付

③打合せ・面接

④申請書類提出

■技能実習生受け入れ手続きの流れ
(求人から入国まで6ケ月～7カ月程度かかります)
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■面接の流れ
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■受入人数(特定監理事業)

従業員数 受入人数

30人以下 3人

31～40人 4人

41～50人 5人

51～100人 6人

101～200人 10人

201～300人 15人

1年 2年 3年 4年 5年

1期生 1年目 2年目 3年目

2期生 1年目 2年目 3年目

3期生 1年目 2年目 3年目

従業員50人以下の場合
（ただし、常勤職員の数以下の人数に限定）

１年目 3人 ２年目 6人 ３年目以降 9人 9人 9人



■受入準備

・現地へ面接へ行き人選

・宿舎を貸与

（1名は、4.5㎡確保が条件です。また宿舎使用料及び高熱水費の控除ができます）

・実習生総合保険への加入

（入国時のけがや、健康保険自己負担分の補填になります）

・生活に必要な電化製品および備品

（暖房設備は必須条件です。その他各種家電の貸与）

・自転車の貸与

（1人1台）

・5年以上の経験を有する実習指導員1名の任命

・生活全般を補佐する生活指導員1名の任命

・安全衛生に対する措置の一環として作業服などの貸与

・採用時の健康診断の実施



■給与など

・給与は各都道府県の最低賃金を下限として算出します。
大阪府の場合

最低賃金 909円（平成29年9月30日）
標準労働時間 2,080時間
909円 × 2,080時間 ÷ 12カ月 ＝ 157,560円/月

■社会保険料・21,270円 ■雇用保険料・754円 ■宿舎使用料・20,000円 ■光熱水費・5,000円
（実費以上の使用量を控除すると、不正行為として認定され、受け入れができなくなる）

控除合計 47,024円
現金総支給額 110,536円

・入国一時金が必要です。
■渡航費（入国費用） 実費（50,000円/人 ～ 70,000円/人） ■認定申請料・3,900円/人
■集合研修費・75,000円/人・回 ■現地学習費用・15,000円/人・回（ベトナム実習生のみ）
■出国費（帰国費用） 実費 （50,000円/人～70,000円/人）
■技能実習生保険 3年間で35,030円～59,560円/人 ■講習手当・60,000円/人・回（次回給与を貰うまでの生活費になります）

・毎月の監理費が必要です。
35,000円/人・月(派遣国へ支払う費用を含みます)
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1カ月

■技能実習生(技能実習1号口)入国後の流れ
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■技能実習生受け入れの留意事項

1.実習生受入の目的

①企業の国際貢献の一環として受け入れが可能です。
②日本の技術の伝承が目的です。
※単純労働の受け入れはできません。詳細につきましてはお問い合わせください。

2.各種法令の遵守

①入管法の遵守（例・在留資格以外の活動はできません）
②労働基準法の遵守
③その他関係法令の遵守

3.受入前の準備(手順)

①技能実習内容が「技能実習2号移行対象職種」の実習内容に該当していますか。
※実習内容によって3年、または1年の招へいとなります。

②実習生を受け入れて指導するための従業員の余裕がありますか。(受入人数＋α)
③就業規則は、労働基準監督署へ届け出ていますか。(従業員10人未満は届け出不要)
④賃金規定は労働基準監督署へ届け出ていますか。(従業員10人未満は届け出不要)
⑤「時間外労働・休日労働に関する協定届」(残業)の協定が締結され、労働基準監督署へ提出していますか。

【受入前の留意事項】



⑥「変形労働時間に関する協定届」が締結され、労働基準監督署へ提出していますか。
⑦給与が銀行振り込みの場合、従業員との協定が結ばれていますか。
※中国の実習生は税務署に届けることで(第一回目の給与を支払う前日まで)所得税が免除されます。

⑧給与から親睦会等(法定控除以外)の控除がある場合、控除協定が結ばれていますか。
⑨厚生年金・健康保険に加入していますか。
※厚生年金は6カ月以上加入し、実習生が帰国したら一時金が還付請求できます。

⑩雇用保険・労働災害保険に加入していますか。
⑪採用時の健康診断および1年に1回の定期健康診断を実施しなければなりません。
⑫不法在留外国人を採用している場合は受け入れができません。
⑬実習指導ができる実務経験5年以上の従業員はいますか。
⑭実習生の生活の面倒を見る生活指導員はいますか。
⑮母国語相談の体制は整っていますか。
⑯宿舎、生活に必要な電化製品及び備品は準備されていますか。
※宿舎の準備は受入前の必須条件です。(受入前に必ず準備をしてください)

⑰宿舎使用料・水道光熱費等は給与から控除できます。
⑱現地へ面接へ行き、人選をします。(募集人員の3倍を面接します)
⑲技能実習者・責任者講習の受講が義務付けられています。



1.入国直後

①当組合で約１カ月の集合研修を実施します。(法的要件の一つ)
②実習実施機関(企業)への配属は、集合研修終了後になります。

2.企業へ配属後

①企業へ配属後は認定された実習計画に沿って実習を実施します。
また、実習計画の変更は認められません。
※外国人技能実習機構に実習計画の認定申請をし、認可が下りた実習計画に基づき実習を実施します。

②実習生の労働については日本人労働者と同様に労働基準法で保護されています。
③入国後9カ月目に技能検定試験を受験し、1年間の技能習得の認定を受けます。
④技能検定試験の合格を条件に在留資格の変更手続きをし、2年目の実習に移行します。
⑤3年間を通して技能実習記録を保管しなければなりません。
※実習記録を完備しないと不正行為として認定され、以後の受け入れができなくなります。

【受け入れてからの留意事項】


